
■ケーススタディ■『MARRの｢地方の M&A」と同じ表を作成する-都道府県別集計の<所在地>に要注意』 

 

「地方の M&A」では 47 都道府県に本社を置く日本企業が実施(発表)した M&A 件数(地方別 M&A 件数)を全国 6ブ

ロック別にまとめ、それぞれ買い手(当事者 1)、売り手(当事者 2)別に集計しています。 

日本企業の海外法人の案件は含まれていません。 

検索方法 「買い手」の集計(当事者 1)                                     

【M&A 案件検索】画面 

■検索期間：任意の期間を指定 

■データ種別：「M&A」 

■マーケット：「IN-IN」「IN-OUT」 

■所在地：クリックし、別ウィンドウの「当事者1の所在地」で47都道府県を選択 

→「データ集計」ボタンをクリック 

 

【データ集計】画面 

■集計内容で「当事者 1都道府県別集計」 

■集計単位で「件数」 

■期間区分で「年別」 

 →「集計表示」をクリックし、エクセルに出力。 

検索方法 「売り手」の集計(当事者 2)                                     

【M&A 案件検索】画面 

■検索期間：任意の期間を指定 

■データ種別：「M&A」 

■マーケット：「IN-IN」「OUT-IN」 

■所在地：クリックし、別ウィンドウの「当事者2の所在地」で47都道府県を選択 

→「データ集計」ボタンをクリック 

【データ集計】画面 

■集計内容で「当事者 2都道府県別集計」、 

■集計単位で「件数」 

■期間区分で「年別」 

 →「集計表示」をクリックし、エクセルに出力。 

北海道から沖縄まで 



◆データ集計― 都道府県別集計における「所在地」とは◆                       

都道府県別集計は企業の国籍に関わらず、所在地別で集計を行います。 

例えば、アメリカ企業であっても所在地が東京であれば東京都に 1件とカウントされます。 

 

当事者 1都道府県別集計で「東京都」にカウントされる外国企業の例 (アメリカ企業)                                      

 

当事者 1都道府県別集計で「兵庫県」にカウントされる外国企業の例 (スイス企業)                                     

 

当事者 2都道府県別集計で「海外法人」にカウントされる日本企業の例                    

 

 


